
東日本大震災の被災地における子
どもの心のケアについて

～学校教育関係～

平成２５年１０月１１日
文部科学省



・ 心のケアが必要な被災児童生徒等に対して学習支援等を行う教職員が配置出来るよう、被災
県等の教育委員会からの申請を踏まえ、平成23～25年度には公立義務教育諸学校に対し、
約1,000名の教職員定数の加配措置を実施。平成26年度概算要求においても、1,000人の予算
定数を計上。

（実績） 平成２３年度：986名、平成２４年度：970名、平成２５年度：975名

文部科学省における子どもの心のケアに関する取組

・ 子どもの心の健康状態を把握するため、「非常災害時の子どもの心のケアに関する調査」を
平成２４年５月１日現在で実施。（平成２５年８月に、有識者の分析を加えた報告書を公表。）
また、非常災害時の子どもの心のケアシンポジウム（平成２４年８月３１日：仙台市）において、

調査結果の一部について、学校における児童生徒等の心身の健康問題への取組状況を中心
に報告。
さらに、災害や事件・事故発生時における子どもの心のケアの進め方について「子どもの心

の健康状態に応じた支援の在り方」を中心に、子どもの心のケアシンポジウム（１１月２８日：東
京都）を開催。（平成２５年度は、１２月２日に東京都で開催予定。）

・ 被災した幼児児童生徒等の心のケアの充実を図るため、平成２３年度補正予算及び平成２４
年度予算並びに平成２５年度予算において、スクールカウンセラー等を派遣するために必要な経
費「緊急スクールカウンセラー等派遣事業」（（平成２３年度：約３４億円、全額国庫負担）、（平成
２４年度：約４７億円、全額国庫負担、復興特別会計）（平成２５年度予算：約３９億円、全額国庫
負担、復興特別会計）を措置。
さらに引き続き、支援に取り組むため、平成２６年度概算要求においても、同事業に必要な経費

（約３９億円、全額国庫負担、復興特別会計）を計上。 １７



東日本大震災により被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への助言・援助、学校教育活動の復旧支援、
福祉関係機関との連携調整等様々な課題に対応するため、平成２３年度補正予算及び平成２４年度予算において、スクールカウンセ
ラー等を緊急派遣する経費を措置したところ。
これらの支援について、被災地の自治体からは平成２５年度以降についても引き続き支援を要望されていることから、被災した幼

児児童生徒・教職員等に対する心のケアや必要な支援を行うための経費を計上する。

緊急スクールカウンセラー等派遣事業

・スクールカウンセラーの派遣
臨床心理士、精神科医 等

・スクールカウンセラーに準ずる者の派遣
相談業務経験者、教育・福祉分野の専門的知識を有する者 等

・電話相談体制の整備
・心のケアに資するためのソーシャルワーク、学習支援

心のケアの対応 進路指導・就職支援

障害のある子どもへの支援

・緊急進路指導員の派遣
若年者の就職支援の経験を有する者、地域産業界の事情に精通

する者 等
このほか、被災した高校生が首都圏で就職活動を行うための支援

を実施

・外部専門家の派遣
作業療法士（OT）・理学療法士（PT）・言語聴覚士（ST）・児童精神科医 等

生徒指導体制の強化

・生徒指導の経験豊富な者の配置

生徒指導体制を強化するため、生徒指導に関する知識・経験
豊富なアドバイザー等の配置等

関 係 機 関 地 域
被災地域等

教 職 員
児 童 生 徒 等

保 護 者

心のケア・助言・
援助等及び

新たな課題への対応

平成２３年度第１次補正予算額 ： ３，０１５百万円
平成２３年度第３次補正予算額 ： ３５１百万円

平成２４年度予算額 ： ４，７０２百万円 【復興特別会計措置額】
平成２５年度予算額 ： ３，９１３百万円 【復興特別会計措置額】

平成２６年度概算要求額 ： ３，９１０百万円 【復興特別会計措置額】



派遣の概要 H23派遣人数
（実績）

H24派遣人数
（実績）

H25派遣人数
（計画）

岩手県 通常の県内ＳＣの配置に加え、県外ＳＣや県内大学チームによ
る沿岸部への重点的な支援

・県外ＳＣが年間を通じて常駐し学校を巡回）

・県内３大学のチームによる支援

実人数

３３７名

（延人数

６０８名）

実人数

２３名

（延人数

６８２名）

実人数

２５名

（延人数

８１２名）

宮城県 通常の県内ＳＣの配置に加え、県外ＳＣによる沿岸部への重点
的な支援

・県外ＳＣを毎週通いで派遣

・Ｈ２３年度以降に派遣された県外ＳＣと同一人物を再派遣（各市
町教育委員会や学校の要請に応じ柔軟に派遣期間を決定）

実人数

３３２名

（延人数

９１４名）

実人数

９１名

（延人数

１，０６２名）

実人数

１０２名

（延人数

１，４１４名）

福島県 県内ＳＣ及び県外ＳＣによる県下全域への支援

・県外ＳＣを毎週通いで派遣

実人数

２０９名

（延人数

７５５名）

実人数

７９名

（延人数

２，３７０名）

実人数

８４名

（延人数

２，５２０名）

合計

※延人数とは、週当たり人数の合計

実人数

８７８名

（延人数

２，２７７名）

実人数

１９３名

（延人数

４，１１４名）

実人数

２１１名

（延人数

４，７４６名）

被災した岩手県、宮城県、福島県における
平成２３～２５年度の県外スクールカウンセラー等の派遣状況 （H25.4現在）



【教育相談】 児童生徒や教職員等の悩みなどを聴き、適切なアドバイスを行っている。

【授業の見守り】 授業の中で、気になる児童生徒を観察し、学級担任等に伝えたり、教育相談につなげたりしている。

【「心のサポート授業」の支援】 心と体の健康について考える授業をＳＣが学級担任をサポートして実施している。グループ
での話合いやペアリラクセーションなどの体験活動により、自分の生活を振り返ったり、思いやりや絆
を感じ取ったりしている。授業後、重い反応を抱えている児童生徒はＳＣが個別対応する。また、医療
につなげる必要のあるケースは医療機関につなげている。

【教育相談のサポート】 教員（学級担任）に対し、児童生徒が面談する際、気を付ける点などについてアドバイスしている。

【コンサルテーション】 子どもの状況に関して気が付いた点を、管理職や学級担任などと共通理解を図ったり、今後の支援
方針を話し合ったりしている。

【保護者へのサポート】 児童生徒の心の状況等について保護者からの相談を受けたり、保護者の質問や疑問に対する助言
をしたりしている。

スクールカウンセラーは、被災地の学校において、
児童生徒等の心のサポートのための教育相談や教員の支援を実施

○ 生徒によっては、余震があると涙が止まらなくなり教室に入れなくなるケースも見られる。現在は、
スクールカウンセラーと養護教諭とが連携して、子どもの気持ちを十分に聴いて安心感を持たせるな
どのケアを行っており、状況は改善してきている。

【具体例】

中学校の授
業。スクール
カウンセラー
（右下）が生
徒の活動を見
守っている。

小学校低学年の授業。ス
クールカウンセラー（中央
左）によるペアリラクセー
ションの説明がされている
ところ。学級担任（右端）と
共同で行っている。

スクールカウンセラー等の活動内容

４



宮城県（9/21）、福島県（10/14）、岩手県
（11/17）において、被災地の学校・教育委員会
関係者、児童福祉担当者を対象として、「被災
地の子どもに対するこれからの心のケア等の
取組を考える協議会」を文部科学省主催で開
催。

・子どもたちは元気に生活しているものの、本当の心の部分が分からず対応を悩んでいた
が、今後の対応に役立つヒントをもらえた。

・震災後半年を経たこの時期は、変化の兆しが見え始める時期であり、非常に役立つ内容
が聞けた。生活が少し落ち着いてきた中で、ストレスをかかえた児童に症状が出てくる
こと、その対応が学べて勉強になった。

・子どもたちだけではなく、自分たち（教師）の心のケアも必要であること、助け合うこ
との重要さを再確認することができ、とても良かった。福島の未来を作っていきたいと
強く思った。

・ワークショップで、震災後初めて他の先生方の体験談を聞けた。避難が連続する中で何
とか仕事をしてきたが、勇気づけられた。

・ワークショップでは、震災に伴う心のケアは「みんなでケアし合う」という絆づくりが
重要、というアドバイスをいただき、今後のモチベーションが高まった。また、現状の
情報交換のためにも定期的に協議会を開いてもらいたい。

被災地の子どもに対するこれからの心のケア等の取組を考える協議会について

・震災後の子どもに対する心のケアは 中長期的な
対応を要する課題
・震災直後から半年が経った時期にお いて、子ども

に対する心のケアに関する教員等の知識・理解、関
係者の連携を深める必要性

・児童精神科医、学校心理士、臨床心理士の
３分野の講師による講演、ワークショップ等

・幼稚園、小・中・高等学校の教諭・養護教諭
・特別支援学校の教諭
・学校管理職（校長、副校長等）
・都道府県・市町村教育委員会の担当者
・市町村の児童福祉担当者

＜参加者構成＞

参加者からの感想

＜協議会アンケート結果＞

よかった 61％

普通 29％
つまらなかった 2％

その他 7％

無回答 1％

宮城県 福島県

※ワークショップにおいては、講師と参加者の間で活発な対話がなされた。

よかった 79％

普通 17％
つまらなかった 0％

その他 2％

無回答 2％

＜内容＞

５

参加総数：
１０１名

参加総数：
２２６名

・学校関係者（教員等） ６４名
・教育委員会関係者 ２０名
・児童福祉関係者 ８名
・その他（行政機関、NPO等） ９名

・学校関係者（教員等） 212名
・教育委員会関係者 7名
・児童福祉関係者 4名
・その他（スクールカウンセラー等） 5名

よかった 78％

普通 13％
つまらなかった 4％

その他 2％

無回答 4％

岩手県

参加総数：
７４名

・学校関係者（教員等） 52名
・教育委員会関係者 12名
・児童福祉関係者 0名
・その他（スクールカウンセラー等） 10名



非常災害時の子どもの心のケアに関する調査

非常災害時の子どもの心のケアに関する調査

・東日本大震災による子どもの心の健康状態の的確な把握
・子どもの心の健康状態に応じた行政、学校等の適切な対策

東日本大震災による子どもの心の健康問題の深刻化

調査結果の活用

○調査結果を取り入れて 「子どもの心のケアのために」（平成２２年７月文部科学省の改訂など）
・ 学校における子どもの心のケア支援体制の適正化と充実
・ 災害発生後の子どもの心のケアに関する対応の充実とあり方の検討

対 象：被災地域の国公私立学校（校長、養護教諭、スクールカウンセラー、学級担任）
方 法：質問紙による調査
内 容：協力者会議により検討

（被災後の子どもの状況と、心のケアへの対応及びその結果 など）

平成２４年度予算額 児童生徒の現代的健康課題への対応事業
39,108千円（うち6,360千円）

調査スケジュール

① ２月～３月 有識者会議による調査方法・調査内容等の検討

② ４月～５月 調査表の配布・回収・集計

③ ６月中旬 中間まとめ

④ Ｈ２５．８月 調査報告書の作成・配布

H25.3月の調査結果を待たずに学校
現場で活用いただくため、H24.8月、

教職員等を対象とした「心のケアシン
ポジウム」において、調査結果の一
部を報告（別紙）



別紙

７



８



９



心のケア対策推進事業

学校における心のケアに対する対応の充実

学校における児童生徒等の心のケアに対する対応の充実を図るため、教職員等を対象とした研修会、シンポジウム、教
職員の指導参考資料を作成、調査研究を実施

研修会
（全国６か所）

シンポジウム 指導参考資料

・非常災害時における子どもの心のケアの基本的理解

・学校における子どもの心のケアの支援体制、組織体制の強化

・教職員の役割と心のケアの進め方についての理解

・近年、東日本大震災をはじめとする自然災害や、子どもが巻き込まれる事件・事故等が発生している。また、
福島原発事故の放射性物質による健康上の不安が全国的に広がっている。

・災害等に遭遇して強い恐怖や衝撃を受けた場合、その後の成長や発達に大きな障害となることがあるため、子
どもの心のケアが重要な課題。

・緊急時においても子どもの心のケアに適切に対応するためには、日頃から子どもの健康観察を徹底し、学校関
係者と地域の関係機関等が連携できる体制整備を行うなど、適切な対応と支援が必要。

子どもの心のケア対策が重要な課題

・「非常災害時の子どもの心のケアに関する調査」（平成24年度実施）から見えた子どもの心身の健康問題への
取組状況や今後の課題等を踏まえ、子どもの心のケアの在り方等について、全国に普及・啓発を図るための
各種施策を実施。

調査結果を活用し子どもの心のケアの在り方等について普及・啓発

調査研究

（ 新 規 ）
25年度予算額 29,173千円


